
様式第五号（第十四条の三関係）                                    （Ａ４） 

３ １ ０ 

登 録 申 請 書 （見本） 
（第一面） 

          宅地建物取引業法第１９条第１項の規定により、同法第１８条第１項の登録を申請します。 

   2.4ｃｍ 

            令和４ 年 １２ 月 １２ 日 

             大 阪 府 知 事  殿 

     3ｃｍ                 郵便番号（ ５５９ － ８５５５ ） 

                    申請者 住  所 大阪府大阪市住之江区南港北１－１４－１６ 

                             大阪府咲洲庁舎１F 

                        氏  名 咲洲 二郎 

 

受付番号          受付年月日          登録番号 

※       ※        ２ ７          

 

項番  ◎申請者に関する事項 

11  フリガナ サ キ シ マ  シ 〝 ロ ウ            

  氏  名 咲 洲  二 郎                

 生年月日 H  ０ ５ 年 ０ ５ 月 ０ ２ 日 性別 １ 1．男 2．女 

 郵便番号 ５ ５ ９  ８ ５ ５ ５  

 住所市区町村コード          大阪 都道○府県   大阪 ○市郡区  住之江 ○区町村 

住  所 

(居所)540-8570 

南 港 北 １ － １ ４ － １ ６ 大 阪 府 咲 洲 庁 舎 １ F  

 大 阪 府 大 阪 市 中 央 区 大 手 前 ２        

 電話番号 ０ ６ － ６ ９ ４ １ － ０ ３ ５ １   

 本籍市区町村コード          大阪 都道○府県   大阪 ○市郡区   住之江 ○区町村 

 
本  籍 

南 港 北 一 丁 目 １ １ 番            

                    

   ◎実務経験に関する事項 

12  実務経験先の免許証番号 ２ ７ (１) ９ ９ ９ ９ ９ ９ 商号又は名称 株 式 会 社 咲 洲        

  実務経験先での職務内容 営 業         期 間 R ０ ２ ０ ４ ０ １ ～ R ０ ４ １ ２ ０ １ 

 実務経験先の免許証番号   (  )       商号又は名称              

 実務経験先での職務内容           期 間        ～        

 実務経験先の免許証番号   (  )       商号又は名称              

 実務経験先での職務内容           期 間        ～        

  合   計  ２ 年  ８ 月間 

 

 

   ◎国土交通大臣の認定に関する事項 

13  認定コード １  認定年月日 R  ０ ４ 年 １ ２ 月 ０ １ 日 

   ◎試験に関する事項 

14  合格証書番号 ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９  合格年月日 R  ０ ４ 年 １ ２ 月 ０ １ 日 

 

 ◎業務に従事する宅地建物取引業者に関する事項 

15  
商号又は名称 

株 式 会 社 咲 洲               

                      

 免許証番号 ２ ７ ( １ ) ９ ９ ９ ９ ９ ９  

 

※ 

確認欄 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

写真 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

次ページ「記入に関す

る注意事項」も併せて

ご確認ください。 

「受付番号」「受付年月日」「登録番号」は記入不要 

姓と名の間は、1文字あける 左詰め、濁点、半濁点は 1文字とする。 

 

記入不要 

都道府県コード 

左詰め。居所は、登録を希望する場合のみ記入。 

左詰め 

右詰め 

申請する日付を記入 

右詰め 

右詰め 

左詰め 

実務講習修了者は「１」を記入。 



記入に関する注意事項 

申請者欄について 

① 写真は、以下を満たすものを申請書に貼付すること。 

・サイズ 縦3㎝×横 2.4㎝（顔の大きさ2㎝程度）  ・無背景のカラー写真 

・撮影６ヵ月以内                  ・正面を向き、無帽で上三分身が写っている 

 

② 申請者本人の「氏名」、「郵便番号」、「住所（及び居所）」を記入してください。本名及び通称名がある場合は、どちらで

記入していただいても構いません。 

 

③ 「※受付番号」「※受付年月日」「登録番号」は記入不要。 

 

項番１１ ◎申請者に関する事項について 

① 「氏名」、「生年月日」、「性別」、「住所」については、住民票抄本のとおりに記入すること。「本籍」については、戸籍抄

本のとおりに記入すること。 

  ただし、旧姓併記での登録を希望する場合においては、申請者氏名欄、申請者に関する事項の氏名欄及びフリガナ欄は、 

旧姓併記（『 現姓［旧姓］ 名前 』）を記入すること。また旧姓と現姓が確認できる戸籍除票等を添付書類とすること。 

  

例： 

 

② 「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に1文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点及び半濁点は 1文字と

して扱うこと。また、「氏名」の欄も、姓と名の間に1文字分空けて左詰めで記入すること。 

 

③ 住民票において、本名がアルファベットで、通称名で漢字の記載がある場合は住民票の漢字表記を申請書に記入するこ

と。住民票に漢字の記載がない場合は、申請書にアルファベット名のみ記入すること。 

上記以外の場合で、本名及び通称名がある場合は、そのいずれか、又は両方を記入すること。 

 

④ 「生年月日」の欄は、最初の□には該当する元号のコード（「Ｓ」昭和、「Ｈ」平成、「Ｒ」令和）を記入すること。 

また、□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。 

 

⑤ 「性別」の欄は、該当する番号を記入すること。 

 

⑥ 「住所市区町村コード」は記入不要。 

 

⑦ 「住所」の欄は、市区町村に続く町名、街区 符号、住居番号等を、「丁目」「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）

で区切り、上段から左詰めで記入すること。  

 

・「     都道府県      市郡区      区町村」の記入方法について 

 (a) 政令指定都市（大阪市など区を有する市）の場合…〇〇市〇〇区まで記入 

   例：  大阪 都道○府県   大阪 ○市郡区   中央 ○区町村 

  (b) 政令指定都市以外の市の場合…〇〇市まで記入 

   例：  大阪 都道○府県   阪南 ○市郡区      区町村 

(c) 郡（町村）の場合…〇〇郡〇〇町まで記入 

   例：  大阪 都道○府県   三島 市○郡区   島本 区○町村 

 

⑧ 「電話番号」の欄は、市外局番、市内局番、番号をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、左詰めで記入すること。 

 

11  フリガナ サ キ シ マ ［ タ ッ ケ ン ］  シ 〝 ロ ウ      

  氏  名 咲 洲 ［ 宅 建 ］  二 郎            



⑨ 希望される方には住民票の住所に加えて、居所も登録ができます。項番１２に記入。住民票の住所は必ず登録が必要 

です（居所のみの登録はできません）。なお、居所で登録する場合は、居所が記載された公的機関からの郵便物や公共料金 

の領収書などを添付書類として提出すること。 

 

⑩ 本籍市区町村コードは記入不要。 

 

⑪ 「本籍」の欄については、⑦番参照。ただし、市区町村に続く町名、街区 符号、住居番号等を、「丁目」「番」及び「号」

などを、それぞれ－（ダッシュ）で区切らず、上段から左詰めで記入すること。  

 

⑫ 日本国籍でない方は、「本籍」の欄に国籍の国名を記入すること。 

 

項番１２ ◎実務経験に関する事項について 

① この項番は、実務経験が登録申請前１０年間で２年以上ある方のみ記入すること。 

 

② 「実務経験先の免許証番号」、「（実務経験先の）商号又は名称」、「実務経験先での職務内容」、「期間」については、 

実務経験先の宅地建物取引業者が証明した【実務経験証明書】の【実務経験先及び在職期間】欄のとおりに記入すること。 

 

③ 「実務経験先の免許証番号」の欄は、項番１５の③を参照し記入すること。 

 

④ 「商号又は名称」の欄は、左詰めで記入すること。 

 

⑤ 「期間」の欄は、それぞれ、最初の□には該当する元号のコード（「Ｓ」昭和、「Ｈ」平成、「Ｒ」令和）を記入する 

とともに、□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。 

 

項番１３ ◎国土交通大臣の認定に関する事項について 

① 「認定コード」の欄は、下表より該当する認定の内容のコードを記入すること。 

１ 国土交通大臣が指定する宅地又は建物の取引に関する実務についての講習を修了した者 

２ 国、地方公共団体又はこれらの出資を伴い設立された法人における宅地又は建物の取得、交換又は処分に関する業

務に主として従事した期間が通算して２年以上である者 

３ 上記に掲げる者のほか、国土交通大臣が宅地建物取引業法第 18 条第 1 項に規定する宅地又は建物の取引に関し国

土交通省令で定める期間以上の実務の経験を有する者と同等以上の能力を有すると認めた者 

 

② 「認定年月日」の欄は、上表「１（登録実務講習を修了された方）」のみ記入すること。最初の□には該当する元号の 

コード（「Ｓ」昭和、「Ｈ」平成、「Ｒ」令和）を記入することともに、□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」

を記入すること。 

 

項番１４ ◎試験に関する事項について 

① 「合格証書番号」の欄は、合格証書に記載の番号を、右詰めで記入すること。 

 

② 「合格年月日」の欄は、最初の□には該当する元号のコード（「Ｓ」昭和、「Ｈ」平成、「Ｒ」令和）を記入するとも

に、□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。 

 

項番１５ ◎業務に従事する宅地建物取引業者に関する事項について 

①  この項番は、登録申請時に、宅地建物取引業者に従事されている方のみ記入すること。 
 
② 「商号又は名称」の欄は、上段から左詰めで記入すること。 
 

③ 「免許証番号」の欄は、以下のとおり記入すること。 

免許証番号 ０ ０ ( １ ) ０ ０ ０ ０ ０ １  

「都道府県コード」「免許更新回数」「免許証番号」 

（次ページ一覧表を参照）       （右詰めで記載） 



・都道府県コード一覧 

００ 国土交通大臣 １６ 富山県知事 ３２ 島根県知事 ５１ 北海道知事(石狩) 

  １７ 石川県知事 ３３ 岡山県知事 ５２ 北海道知事(渡島) 

０２ 青森県知事 １８ 福井県知事 ３４ 広島県知事 ５３ 北海道知事(檜山) 

０３ 岩手県知事 １９ 山梨県知事 ３５ 山口県知事 ５４ 北海道知事(後志) 

０４ 宮城県知事 ２０ 長野県知事 ３６ 徳島県知事 ５５ 北海道知事(空知) 

０５ 秋田県知事 ２１ 岐阜県知事 ３７ 香川県知事 ５６ 北海道知事(上川) 

０６ 山形県知事 ２２ 静岡県知事 ３８ 愛媛県知事 ５７ 北海道知事(留萌) 

０７ 福島県知事 ２３ 愛知県知事 ３９ 高知県知事 ５８ 北海道知事(宗谷) 

０８ 茨城県知事 ２４ 三重県知事 ４０ 福岡県知事 ５９ 北海道知事(網走) 

０９ 栃木県知事 ２５ 滋賀県知事 ４１ 佐賀県知事 ６０ 北海道知事(胆振) 

１０ 群馬県知事 ２６ 京都府知事 ４２ 長崎県知事 ６１ 北海道知事(日高) 

１１ 埼玉県知事 ２７ 大阪府知事 ４３ 熊本県知事 ６２ 北海道知事(十勝) 

１２ 千葉県知事 ２８ 兵庫県知事 ４４ 大分県知事 ６３ 北海道知事(釧路) 

１３ 東京都知事 ２９ 奈良県知事 ４５ 宮崎県知事 ６４ 北海道知事(根室) 

１４ 神奈川県知事 ３０ 和歌山県知事 ４６ 鹿児島県知事   

１５ 新潟県知事 ３１ 鳥取県知事 ４７ 沖縄県知事   

 

信託会社及び信託業務を兼営する銀行については、下記（例）のとおり記入すること。 

 

（例） 

 

 

 

免 許 証 番 号        ９ ９ (届出) ０ ０ １ １ １ １ 


